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「職場の健康診断実施強化月間」の実施に関する協力依頼について 
 

 

安全衛生行政の推進につきましては、平素より格段の御配慮を賜り、厚く御礼

申し上げます。 

労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号。以下「安衛法」という。）に基づ

く健康診断の実施、健康診断結果についての医師の意見聴取及びその意見を勘

案した就業上の措置（以下「事後措置等」という。）の実施について、改めて

徹底するため、平成 25 年度より全国労働衛生週間準備期間である毎年９月を

「職場の健康診断実施強化月間」（以下「強化月間」という。）と位置付け、

集中的・重点的な指導を行っているところです。 

あわせて、政府においては、いわゆる「攻めの予防医療」を進めることによ

って、健康寿命の延伸を図り、社会保障の担い手の拡大に取り組むこととして

います。このため、職域においても疾病の早期発見・早期治療の取組の強化を

図っていく必要があります。 

 本年度の強化月間については、下記を重点事項として強化月間の取組を実施

することとしておりますので、趣旨をご理解の上、別添１のリーフレットを活用

する等、傘下団体・企業に対する周知等について、特段の御配慮をお願いいたし

ます。 

 

 

記 

 

１ 一般健康診断 

（１）一般健康診断の実施、医師からの意見聴取及び事後措置等の実施の徹底 

健康診断の実施、有所見者に対する医師からの意見聴取を徹底すること。

また、医師の意見を勘案し、必要があると認めるときに、労働者の実情を考

慮して、必要な事後措置を実施すること。 

併せて、労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（令和８年厚生労働省

令第 89 号）及び労働安全衛生規則第四十四条第二項の規定に基づき厚生労

働大臣が定める基準等の一部を改正する告示（令和８年厚生労働省告示第

204 号）に基づき令和９年４月より施行される一般健康診断項目への血清ク

レアチニン検査の追加等についても周知を行うこと（別添２及び別添３）。 



（２）一般健康診断結果の記録の保存、労働基準監督署への報告の徹底 

一般健康診断結果の記録について、個人情報の管理に配慮した上で、５年

間保存すること。 

安衛法に基づく各種健康診断の結果報告については、電子申請の利用が

可能であることから、別添４のリーフレットの活用等により、その利用を勧

奨すること。 

なお、一般定期健康診断の結果報告等、別添４で示されている手続きにつ

いては、令和７年１月より電子申請が義務化されているため、リーフレット

の活用等により改めて周知を行うこと。 

（３）一般健康診断結果に基づく必要な労働者に対する医師又は保健師による

保健指導の実施 

健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要があると認める労働者に

対しては、医師又は保健師による保健指導を行うこと。事後措置や保健指導

を講ずるに当たっては「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関す

る指針」（平成８年健康診断結果措置指針公示第１号、平成 29 年４月 14 日

最終改正）を十分に考慮して行うこと。 

（４）小規模事業場における留意事項 

１（１）、（２）及び（３）については、労働者数 50 人未満の小規模事

業場も含む全ての事業場において取り組む必要があるので、留意すること。 

また、一般的に小規模事業場における定期健康診断、事後措置等及び保健

指導の実施率が低いことを考慮し、これらの取組が確実に実施されるよう周

知を行うこと。その際、平成 30 年３月 29 日付け基安労発 0329 第３号「地

域産業保健センター事業の支援対象に関する取扱いについて」に示している

通り、地域産業保健センターにおいて労働者数 50 人未満の小規模事業場を

対象として、健康診断結果についての医師からの意見聴取、保健指導等の支

援を行っていることから、必要に応じてその利用を勧奨すること。 

（５）地域保健との連携（コラボヘルス） 

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号。以下「高確

法」という。）に基づく医療保険者が行う特定健康診査・特定保健指導と連

携すること。加えて、健康保険法（大正 11 年法律第 70 号。以下「健保法」

という。）に基づく保健事業と連携すること。 

事業者が、高確法第 27 条第３項の規定により安衛法等に基づく定期健康

診断結果を求めた保険者に対して、当該結果のうち特定健康診査に相当する

項目を提供することが義務となっている。また、特定健康診査に相当しない

項目についても、労働者に同意を得ることにより保険者に対して提供可能で

あるが、これらを知らないこと等により、中小企業等において、医療保険者

への健康診断の結果の情報提供が進んでいないといった指摘がある。一方、

こうした情報提供により、コラボヘルス等が推進され、労働者の健康保持増

進につながることから、令和５年７月 31 日付け基発 0731 第１号保発 0731

第４号「「定期健康診断等及び特定健康診査等の実施に係る事業者と保険者

の連携・協力事項について」の一部改正について」に基づいた対応を依頼し

ているところである。 



さらに、令和３年６月 11 日に健保法が改正され、令和４年１月より、特

定健康診査の対象とならない 40 歳未満の労働者の定期健康診断結果につい

ても、保険者から求められた場合の提供が事業者に義務付けられている。 

以上を踏まえ、定期健康診断の結果の提供の義務について、別添１のリー

フレットの活用等により、改めて周知を行うこと。 

（６）外国人労働者に関する留意事項 

外国人労働者を雇用する事業者等に対して、外国語に基づく問診を行う

など労働者に配慮し、健診機関と必要な調整を図るよう周知を行うこと。 

（７）派遣労働者の健康診断 

派遣労働者の健康診断に関する措置義務については、派遣元・派遣先の役

割分担がなされているため、以下の事項に留意すること。 

ア 派遣元事業場による一般健康診断、派遣先事業場による特殊健康診断の

実施状況を確認すること。 

イ 派遣元事業場においては一般健康診断及び特殊健康診断結果の記録の

保存状況、派遣先事業場においては特殊健康診断結果の記録の保存状況

を確認すること。 

ウ 派遣労働者に対する一般健康診断の事後措置等の実施については、派遣

元事業場にその義務が課せられているが、派遣先事業場でなければ実施

できない事項等もあり、派遣元事業場と派遣先事業場との十分な連携が

必要であることから、両事業場の連携が十分でない事案を把握した場合

は、十分に連絡調整を行うこと。 

（８）個人事業者等に関する留意事項 

「個人事業者等の健康管理に関するガイドライン」（令和６年５月 28 日

策定）に基づく、個人事業者等による定期的な健康診断の受診、注文者等に

よる健康診断の受診に要する費用の配慮等個人事業者等の健康管理のため

の取組の周知を行うこと。 

 

２ ストレスチェック制度の適切な実施等 

健康診断の実施及び事後措置等の実施に係る重点事項と併せて、以下のスト

レスチェック制度の適切な実施等についても周知を行うこと。 

（１）ストレスチェック制度の適切な実施（実施結果の労働基準監督署への報告

を含む）の徹底、ストレスチェック結果の集団分析及びこれを活用した職

場環境改善の取組の推進（別添５） 

（２）令和７年の労働安全衛生法の改正による労働者数 50 人未満の事業場に対

するストレスチェック実施義務化（施行日は令和 10 年４月１日）の周知

（別添６及び別添７） 

 

３ 健康保持増進措置等の適切な実施 

「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」（昭和 63 年健康保

持増進のための指針公示第１号、令和８年２月 10 日最終改正。以下「THP 指

針」という。）等を踏まえ、以下を含めた取組の推進を行うこと。 

（１）事業場における労働者の健康保持増進のための指針に基づく措置 



ア THP 指針の事業場外資源としての地域資源の活用について、「地域・職

域連携推進ガイドライン」（平成 17 年３月策定、令和元年９月改訂）に

基づく取組の周知 

イ THP 指針の運動の習慣化等による健康保持増進について、スポーツ庁の

ポスター等を活用した「体力つくり強調月間」（※１）（毎年 10月１日

～31 日）、スポーツの日（毎年 10 月の第２月曜日）及び「Sport in Life

推進プロジェクト」（※２）の周知 

ウ THP 指針の労働者の高齢化を踏まえた取組について、「高年齢者の労働

災害防止のための指針」（令和８年高年齢者の労働災害防止のための指針

公示第１号）に基づく取組の周知 

エ 労働者に対する後述のがん、女性の健康課題、歯科疾患、骨粗鬆症及び

眼科疾患等の疾病予防や疾病の早期発見等に係る健康教育の実施 

（２）職場におけるがん検診の推進 

ア 健康診断実施時に、事業者や健康診断実施機関等から、がん検診の受診

を勧奨（※３） 

イ 特に、女性従業員に対し、乳がん検診・子宮頸がん検診や婦人科等の定

期受診促進について、別添８、別添９及び別添 10 のリーフレットを活用

した周知 

ウ 「職域におけるがん検診に関するマニュアル」（平成 30 年３月策定）

を参考にしたがん検診の実施 

エ がん検診の機会の提供や事業場の実態に合わせた受診に向けた配慮の

実施 

・事業者自ら又は医療保険者と連携して実施する健康診断の機会を活用し

たがん検診の受診機会の提供  

・労働者の居住する市町村において実施されている健康増進法に基づく検

診の受診勧奨及び受診のための休暇の付与等 

オ 別添 11 のリーフレットを活用した、がん対策推進企業アクションの周

知 

（３）女性の健康課題に関する理解の促進 

ア 令和８年４月 28 日付け基発 0418 第 14 号・保発 0428 第８号「「定期健

康診断等及び特定健康診査等の実施に係る事業者と保険者の連携・協力

事項について」の一部改正について」に基づき、一般健康診断問診票（令

和２年 12 月 23 日付け基発 1223 第５号・保発 1223 第１号別紙の別添１）

の項目に女性特有の健康課題に係る質問が追加されていることを踏ま

え、３（３）オに示すマニュアル等を活用して、女性の健康課題に係る対

応等の周知 

イ 別添 12 のリーフレットを活用した、産業保健総合支援センターにおけ

る人事労務担当者・産業保健スタッフ向けの女性の健康課題に関する専

門的研修及び女性の健康課題に関する相談窓口の周知 

ウ 令和８年４月１日より「事業主行動計画策定指針」（平成 27 年内閣官

房、内閣府、総務省、厚生労働省告示第１号）において、女性活躍推進法

に基づく一般事業主行動計画の策定に当たっては、職場における女性の



健康上の特性に係る取組が行われることが望ましい旨が示されたことに

伴う取組促進に向けた周知（※４） 

エ 企業や働く女性向けに健康管理に関する情報を提供している「働く女性

の心とからだの応援サイト」（※５）や「女性の健康推進室ヘルスケアラ

ボ」（※６）の活用 

オ 「女性特有の健康課題に関する問診に係る健診機関実施マニュアル～健

診機関向け～」及び「女性特有の健康課題に関する問診を活用した女性の

健康管理支援実施マニュアル～事業者向け～」の周知（※７） 

カ 「転倒災害防止対策の推進について」（令和５年５月 19 日付け基安発

0519 第４号）及び別添 13 の転倒災害防止に向けたリーフレットによる骨

粗鬆症検診の受診勧奨 

（４）口腔の健康の保持増進 

ア 「一般健康診断問診票を活用した歯科受診勧奨について（協力依頼）」

（令和７年７月１日付け基安労発 0701 第１号）別紙２の歯科早期受診勧

奨リーフレット（※８）を活用した歯科受診勧奨 

イ 労働安全衛生法に基づく一般健康診断等に併せた、簡易検査ツールを活

用した簡易な口腔スクリーニングを行う簡易歯科検診（※９）等の取組の

推進 

（５）眼科検診等の実施の推進 

ア アイフレイルチェックリスト（※10）や６つのチェックツール(※11)を

活用した眼のセルフチェックの推進 

イ 転倒等の労働災害の原因ともなっている視野狭窄を含む緑内障等の眼

科疾患を予防し、早期に発見するため、40 歳以上の従業員に対し、別添 14

のリーフレットを活用した眼科検診（※12～14）の周知 

ウ 「労働者に対する眼科受診勧奨について（協力依頼）」（令和８年７月

13 日付け基安労発 0713 第３号）別添の眼科検査の実施や眼科早期受診勧

奨リーフレット（別添 15 及び別添 16）を活用した眼科検査の実施や眼科

受診勧奨 

 

４ 職場環境に起因する疾病の防止の推進 

（１）騒音障害防止のための取組の推進 

ア 騒音作業のある事業場に対しては、「騒音障害防止のためのガイドライ

ン」（令和５年４月 20 日付け基発 0420 第２号）に基づき、健康診断結果

に基づく労働者の聴力レベルに応じた聴覚保護具の使用等の就業上の措

置がなされるよう当該ガイドラインの周知を行うこと。 

イ 聴覚保護具については、当該ガイドラインに準じることはもとより、個

別の作業実態に応じて聴覚保護具を使用することによる遮音により、他の

労働災害の発生の恐れが生じないよう、聴覚の保護と業務の遂行を両立で

きるような聴覚保護具についても、必要に応じ周知を行うこと。 

（２）職場における感染症に関する理解と取組の促進 

感染病に関する理解と取組の促進に向けて、以下について周知を行うこ

と。 



ア 「肝炎対策の推進に関する基本的な指針」（平成 23 年５月 16 日策定、

令和４年３月７日最終改訂）に基づく職域での検査機会の確保等 

イ 「職場におけるエイズ問題に関するガイドライン」（平成７年２月 20 日

策定、平成 22 年４月 30 日改訂）に基づく取組 

ウ 「従業員に対する風しんの抗体検査の機会の提供について（協力依頼）」

（令和４年４月 20 日付け基安労発 0420 第１号）等に基づく抗体検査の機

会の提供等 

 

５ 治療と仕事の両立支援の周知 

令和７年の労働施策総合推進法の改正により、令和８年４月１日から、事業

主に対し、治療と仕事の両立支援のための必要な措置を講じる努力義務が課さ

れたこと等を踏まえ、リーフレットの配布等により、以下について周知を行う

こと。 

ア 改正法及び「治療と就業の両立支援指針」（令和８年厚生労働省告示第

28 号）の周知（別添 17） 

イ 産業保健総合支援センターによる制度導入支援等の利用勧奨（別添18） 

ウ 「両立支援コーディネーター基礎研修」の受講勧奨（別添 19） 

エ 治療と仕事の両立支援に関する診療報酬の改定（令和８年度改定）（別

添 20）  



（※１）体力つくり国民運動（「体力つくり強調月間及びスポーツの日」ポスタ

ー等） 

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop05/list/1377272.

htm 

（※２）Sport in Life 推進プロジェクト 

https://sportinlife.go.jp/ 

（※３）がん検診普及啓発ポスター 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000126978.html 
（※４）改正女性活躍推進法等のポイント（最終ページ参照） 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001663919.pdf 

（※５）働く女性の心とからだの応援サイト 

https://www.bosei-navi.mhlw.go.jp/ 
（※６）女性の健康推進室ヘルスケアラボ 

https://w-health.jp/ 

（※７）女性特有の健康課題に関する問診に係る健診機関実施マニュアル～健

診機関向け～ 
https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001634192.pdf 

女性特有の健康課題に関する問診を活用した女性の健康管理支援実施 
マニュアル～事業者向け～ 

https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001634193.pdf 
（※８）歯科早期受診勧奨リーフレット 

https://www.jda.or.jp/occupational_health/doc/early-medical-

examination-leaflet.pdf 

（※９）令和８年度 職域における生涯を通じた歯科健診（いわゆる国民皆歯

科健診）パイロット事業 
https://www.nttdata-strategy.com/newsrelease/event/shika-

support202607/ 

歯科健診等のあり方等に関する検討会 中間とりまとめ 

https://www.mhlw.go.jp/content/10804000/001731816.pdf 

（※10）アイフレイルチェックリスト 

https://www.eye-frail.jp/checklist/ 

（※11）６つのチェックツール： 

https://www.eye-frail.jp/checklist/tenken/ 

（※12）眼科検診に関する情報： 

https://www.gankaikai.or.jp/health/43/index.html 

（※13）眼底検査に関する情報： 

https://www.gankaikai.or.jp/info/detail/kensindaiji.html 

（※14）緑内障に関する情報： 

https://www.gankaikai.or.jp/info/detail/glaucoma.html 
  



別記 
中央労働災害防止協会 
建設業労働災害防止協会 
林業・木材製造業労働災害防止協会 
陸上貨物運送事業労働災害防止協会 
港湾貨物運送事業労働災害防止協会 
公益社団法人全国労働基準関係団体連合会 
一般社団法人日本経済団体連合会 
日本商工会議所 
全国中小企業団体中央会 
全国商工会連合会 
日本労働組合総連合会 
公益社団法人日本医師会 
公益社団法人日本眼科医会 
公益社団法人日本人間ドック・予防医療学会 
公益社団法人全国労働衛生団体連合会 
一般社団法人日本総合健診医学会 
公益財団法人結核予防会 
公益財団法人日本対がん協会 
公益社団法人全日本病院協会 
一般社団法人日本病院会 
公益財団法人予防医学事業中央会 
公益財団法人産業医学振興財団 
公益社団法人日本産業衛生学会 
独立行政法人地域医療機能推進機構 
独立行政法人労働者健康安全機構 
一般社団法人日本人材派遣協会 
 
 
都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部） 

都道府県後期高齢者医療広域連合事務局 

全国健康保険協会 

健康保険組合連合会 

国民健康保険中央会 



健康診断結果についての
医師からの意見聴取

○有所見者に対する医師からの意見聴取を徹底し
ましょう。

健康診断実施後の措置

事業者の皆さまへ

9月は「職場の健康診断実施強化月間」です
「健康診断及び事後措置の実施の徹底」、「医療保険者との連携」及び

「女性の健康課題に関する理解の促進」等をお願いします

都道府県労働局・労働基準監督署

■ 健康診断の実施、有所見者に対する医師からの意見聴取、医師の意見を勘案し
た必要な事後措置の実施は、全て労働安全衛生法に基づく事業者の義務です。

一般的に小規模事業場での実施率が低くなっています。事業場の規模にかかわらず、
労働者の健康管理を適切に講ずるため、事後措置の実施まで徹底してください。

健康診断及び事後措置の実施の徹底

＜地域産業保健センターのご案内＞
地域産業保健センターでは、労働者数50人未満の小規模事業場へ

の支援として、産業医・保健師を配置し、健診結果についての医師
からの意見聴取、長時間労働者・高ストレス者に対する面接指導、
産業医等の事業場訪問による保健指導、労働者の健康に係る各種相
談などの対応をしていますので、ぜひご活用ください。

健康診断結果に基づき事業者が
講ずべき措置に関する指針はこちら

健康診断の実施

健康診断結果の通知
健康診断結果の記録

○事後措置は、医師の意見を勘案し、必要があ
ると認めるときに、労働者の実情を考慮して、
必要な措置（就業場所の変更、作業の転換、
労働時間の短縮等）を実施しましょう。

○事後措置を講ずるに当たっては「健康診断結果
に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」
をご確認ください。

○健康診断を実施した後は、その結果を労働者に
通知するとともに、事業者もその結果を保存し
なければなりません。

別添１



「職場の健康診断実施強化月間」の実施に関する協力依頼について（項目のみ抜粋）

令和８年８月21日付け基安発0821第２号

【重点事項】

（１）一般健康診断

ア 一般健康診断の実施、医師からの意見聴取及び事後措置等の実施の徹底

イ 一般健康診断結果の記録の保存、労働基準監督署への報告の徹底

ウ 一般健康診断結果に基づく必要な労働者に対する医師又は保健師による保健指導の実施

エ 小規模事業場における留意事項

オ 地域保健との連携（コラボヘルス）

カ 外国人労働者に関する留意事項

キ 派遣労働者の健康診断

ク 個人事業者等に関する留意事項

（２）ストレスチェック制度の適切な実施等

（３）健康保持増進措置等の適切な実施

ア 事業場における労働者の健康保持増進のための指針に基づく措置

イ 職場におけるがん検診の推進

ウ 女性の健康課題に関する理解の促進

エ 口腔の健康の保持増進

オ 眼科検診等の実施の推進

（４）職場環境に起因する疾病の防止の推進

ア 騒音障害防止のための取組の推進

イ 職場における感染症に関する理解と取組の促進

（５）治療と仕事の両立支援の周知

※本月間に係る通知本文をご参照するにはこちらをご覧ください。⇒ R８.8

■ 医療保険者※１から健康診断の結果を求められた際の提供にご協力ください。

医療保険者との連携

※１：協会けんぽ、健保組合、市町村国保、国保組合、共済組合等を指します。

※２：医療保険者と事業者が積極的に連携し、明確な役割分担と良好な職場環境

のもと、労働者の予防・健康づくりを効果的・効率的に実行すること。
エイジフレンドリー補助金

のご案内はこちら⇒

○保険者は、高齢者医療確保法に基づき特定健康診査・特定保健指導を、健康保険法に基づき
保健事業を実施し、労働者の予防・健康づくりに取り組んでいます。

○これらの取組が着実に進められるよう、保険者から労働者の健康診断結果を求められた場合
は、その写しを提供することが事業者に義務づけられていますので、健康診断結果の提供へ
の協力をよろしくお願いします。※法律に基づく提供の場合は、第三者提供に係る本人同意は不要です。

○厚生労働省では、コラボヘルス※２等の労働者の健康保持増進のための取組に要した費用に対
し、エイジフレンドリー補助金で一部補助を行っています。積極的にご活用ください。

■ 女性の健康課題に関する労働者の理解の促進や具体的な相談対応に努めましょう。

女性の健康課題に関する理解の促進

○一般健康診断における問診票に女性特有の健康課題に関する質問が追加されました。※３※４

○「女性特有の健康課題に関する問診を活用した女性の健康管理支援実施マニュアル～事業者
向け～」を活用して、女性特有の健康課題に関して困っている労働者に対する相談等対応、
女性の健康課題に関する理解促進のための研修、職場環境改善の取組を進めてください。

※３：【女性の健康問診の位置づけ】女性の健康問診の目的は、事業者に義務付

けられているものではなく、女性自身の健康状態への気づきを促し、必

要に応じて労働者が医療機関へアクセスできるよう支援することにあり

ます。 また、女性の健康問診の回答は健診機関から事業者に直接提供さ

れることはありません。

※４：令和8年４月28日付け基発0428第14号・保発0428第８号「「定期健康

診断等及び特定健康診査等の実施に係る事業者と保険者の連携・協力事

項について」の一部改正について」

女性特有の健康課題に関する問診を

活用した女性の健康管理支援

実施マニュアルはこちら⇒



労働安全衛生法に基づく

健康診断を実施しましょう
～労働者の健康確保のために～

事業者は、労働安全衛生法第66条に基づき、労働者に対して、医師による健康診断を実施しなけ
ればなりません。また、労働者は、事業者が行う健康診断を受けなければなりません。

事業者に実施が義務付けられている健康診断には、以下のものなどがあります。

健康診断の種類

健康診断の種類 対象となる労働者 実施時期

雇入時の健康診断（安衛則第43条） 常時使用する労働者（※１） 雇入れの際

定期健康診断（安衛則第44条） 常時使用する労働者（※１）（特定業務従事者を除く） １年以内ごとに１回

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

※１：常時使用する労働者とは
契約期間が１年以上（予定を含む）で、１週間の労働時間が同種の業務に従事する通常の労働者の3/4以上の労働者です。

※２：定期健康診断（安衛則第４４条）における健康診断項目の省略
定期健康診断の健康診断項目については、それぞれの省略基準に基づき、医師が必要でないと認めるときは省略することができます。なお、「医師が必要でないと認める」
とは、自覚症状及び他覚症状、既往歴等を勘案し、医師が総合的に判断することをいいます。

※３喀痰検査の削除（令和９年４月１日適用）
※４酵素名の変更（令和９年４月１日適用）

雇入時の健康診断及び定期健康診断の項目は、以下のとおりです。

健康診断の項目

健康診断実施後の事業者の具体的な取組事項

各種健康診断結果報告書

１：健康診断の結果の記録（安衛法第66条の３）
健康診断の結果については、健康診断個人票を作成し、それぞれの健康診断によって定められた期間、保存
しておかなくてはなりません。

２：健康診断の結果についての医師等からの意見聴取（安衛法第66条の４）
健康診断の結果に基づき、健康診断の項目に異常の所見のある労働者について、労働者の健康を保持するた
めに必要な措置について、医師の意見を聴かなければなりません。

３：健康診断実施後の措置（安衛法第66条の５）
上記２による医師の意見を勘案し必要があると認めるときは、作業の転換、労働時間の短縮等の適切な措置を
講じなければなりません。

４：健康診断の結果の労働者への通知（安衛法第66条の６）
健康診断結果については、労働者に通知しなければなりません。

５：健康診断の結果に基づく保健指導（安衛法第66条の７）
健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要がある労働者に対し、医師や保健師による保健指導を行うよ
う努めなければなりません。

６：健康診断の結果の所轄労働基準監督署長への報告（安衛法第100条）
常時50人以上の労働者を使用する場合は、定期健康診断の結果を、遅滞なく、
所轄労働基準監督署長に報告しなければなりません。
報告様式のダウンロードや、所轄労働基準監督署への電子申請は または

詳細は、最寄りの都道府県労働局・労働基準監督署にお問い合わせいただき、労働者の健康確保に努めましょう。

雇入時の健康診断（安衛則第４３条） 定期健康診断（安衛則４４条）

１ 既往歴及び業務歴の調査
２ 自覚症状及び他覚症状の有無の検査
３ 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査
４ 胸部エックス線検査
５ 血圧の測定
６ 貧血検査（血色素量及び赤血球数）
７ 肝機能検査（AST、ALT、γ―ＧＴ）（※４）

８ 血中脂質検査（ＬＤＬコレステロール，
ＨＤＬコレステロール、血清トリグリセライド）

９ 血糖検査
１０ 尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）
１１ 心電図検査

１２ 血清クレアチニン検査（※２）

１ 既往歴及び業務歴の調査
２ 自覚症状及び他覚症状の有無の検査
３ 身長（※２）、体重、腹囲（※２）、視力及び聴力の検査

４ 胸部エックス線検査（※２）（※３）

５ 血圧の測定
６ 貧血検査（血色素量及び赤血球数）（※２）

７ 肝機能検査（AST、ALT、γ―ＧＴ）（※２）（※４）

８ 血中脂質検査（ＬＤＬコレステロール，
ＨＤＬコレステロール、血清トリグリセライド）（※２）

９ 血糖検査（※２）

１０ 尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）

１１ 心電図検査（※２）

１２ 血清クレアチニン検査（※２）

令和９年４月１日適用

（2026.4）
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既往歴及び業務歴の調査

自覚症状及び他覚症状の有無の検査

身長(★)、体重、腹囲(★)、視力及び聴力の検査

胸部エックス線検査

血圧の測定

貧血検査（血色素量及び赤血球数）(★)

肝機能検査（AST、ALT、γ―GT）(★)

血中脂質検査（ LDLコレステロール、 HDLコレステロール、血清トリグリセライド）(★)

血糖検査(★)

血清クレアチニン検査(★) ※

尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）

心電図検査(★)

事業者、健康診断機関の皆さまへ

労働安全衛生法に基づく

定期健康診断等の診断項目の

取扱いが一部変更になります
（令和９年４月から適用）

 厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

(★) の項目は、医師の判断により省略が可能となります。詳しくは裏面をご覧ください 。

喀痰検査が削除されました。
健康診断機関や事業者においては、胸部エックス線検査の結果を踏まえ、結核感染が疑われる
者に対しては、医療機関への速やかな受診勧奨を行ってください。

｢血清クレアチニン検査」が追加されました。

令和８年４月28日基発0428第10号「労働安全衛生施行規則等の一部を改正する省令の施行等について」

肝機能検査の酵素名が変更されました。

診断項目

変更のポイント

「血清クレアチニン検査」は、腎臓の機能を調べるものです。検査結果に基づき、医師の意見
を聴取し、事後措置を講じる必要があります。また、有所見者に対しては医療機関への速やか
な受診勧奨など保健指導も必要です。

「GOT」は「AST]、「GPT」は「ALT」、「γ-GTP」は「γ-GT」に変更となりました。ただ
し、事業者や労働者が旧名称の方が理解しやすい等の状況がある場合については、健診機関に
おける事業者や労働者への健康診断の結果の通知について、必要に応じ、新名称と旧名称を併
記する等しても差し支えありません。

※    労働基準法施行規則第34条の２第13項第１号に定める労働者の健康診断（高度プロフェッショナル制度に係る
「臨時の健康診断」）の項目についても、今回の改正により、血清クレアチニン検査が追加されています。
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診断項目 医師が必要でないと認めるときに診断項目を省略できる者

身 長 20歳以上の者

腹 囲

次のいずれかに当てはまる者
① 40歳未満（35歳を除く）の者
➁ 妊娠中の女性その他の者であって、その腹囲が内臓脂肪の蓄積を反映し
ていないと診断された者

③ BMI（次の算式により算出したものをいう。以下同じ。）が20未満で
ある者 〔 BMI＝体重(kg)／身長(m)2 〕

④ 自ら腹囲を測定し、その値を申告した者（BMIが22未満の者に限る。）

胸部エックス線検査

40歳未満のうち、次のいずれにも該当しない者
① ５歳毎の節目年齢（20歳、25歳、30歳及び35歳）の者
➁ 感染症法で結核に係る定期の健康診断の対象とされている施設等で働い
ている者

③ じん肺法で３年に１回のじん肺健康診断の対象とされている者

血
液
検
査

貧血検査
肝機能検査
血中脂質検査
血糖検査

35歳未満の者、及び36～39歳の者

血清クレアチニン 40歳未満の者

心電図検査 35歳未満の者、及び36～39歳の者

診断項目の省略に関する注意事項

R８.4.28労働大臣告示第204号「労働安全衛生規則第44条第２項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準」

● 血液検査等の診断項目については、雇い入れ時の健康診断においては必須ですが、
定期健康診断においては、労働安全衛生規則第44条第2項により、厚生労働省告示
に基づき、医師が必要でないと認めるときは省略することができるとされています。

● 同告示においては、例えば血液検査では40歳未満の者（35歳を除く。）について
医師が必要でないと認めるときは省略することができる等の基準を示しています。

    →下表参照

● このような診断項目の省略は、個々の労働者について、健康状態の経時的な変化
や自覚症状・他覚症状等を勘案しながら判断することが大切です。

 なお、他覚症状の有無の検査については医師の判断により聴診等を行うこととし
ています。

R８.４

診断項目の省略について

法令に基づく血液検査等の項目の省略の判断は、個々の労働者ごとに、
医師が省略可能であると認める場合においてのみ可能になります。

一部において、血液検査等の項目の省略の判断を、医師ではない者が
一律に行うなどの不適切な運用が懸念されますので、十分ご注意くだ
さい。



義務化されるもの以外にも...

• 足場／局所排気装置等の設置・移転・変更届

（労働安全衛生法第88条に基づく届出）

• 特定化学物質など各種特殊健康診断結果報告

• 特定元方事業者の事業開始報告

など多くの届出等が電子申請可能です

厚生労働省労働基準局

広報キャラクター たしかめたん

労働安全衛生関係の一部の手続の

電子申請が義務化されます

事業主の皆さまへ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisak
unitsuite/bunya/koyou_roudou/rou
doukijun/denshishinsei.html

電子申請の詳細は

こちらからご確認ください。

2 0 2 5年１月１日より以下の手続について、

電子申請が原則義務化されます

 労働者死傷病報告

 総括安全衛生管理者/安全管理者/衛生管理者/産業医の選任報告

 定期健康診断結果報告

 心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告

 有害な業務に係る歯科健康診断結果報告

 有機溶剤等健康診断結果報告

 じん肺健康管理実施状況報告

・都道府県労働局・労働基準監督署

電子申請をご利用いただくと、労働基準監督署へ来署せず
に手続きすることができます。

 時 間 や 場 所 に と ら わ れ ず に 手 続 き が 可 能

 ス マ ホ や タ ブ レ ッ ト 、 パ ソ コ ン 上 だ け で 手 続 き が完 了

 電 子 署 名 ・ 電 子 証 明 書 の 添 付 は 不 要

ぜひ電子申請をご利用ください！

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/denshishinsei.html
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※ 10人を下回る場合でも、以下の例のような個人が特定されるおそれのない方法

により、集団分析を実施することが可能です。

・ ストレスチェック調査票の全57項目の合計点について集団の平均値を求める方法

・ 「仕事のストレス判定図」 を用いて分析する方法

◆集団分析は、個人が特定されない方法で実施する必要があります。

◆集計・分析の単位が 10人を下回る場合には、個人が特定されるおそれがあるこ

とから、原則として集団分析を実施してはいけません。

ストレスチェックの「集団分析」を

適切に実施しましょう！

事業者の皆さまへ

労働者のメンタルヘルス不調の未然防止を目的とした「ストレスチェック制度」は、スト
レスチェック（検査）のほか、集団分析・職場環境改善まで含めた一体的な仕組みです。

ストレスチェック（検査）の個人結果の通知は、プライバシー保護の観点から、労働者

本人に直接通知され、基本的に事業者には提供されません。

労働者各自が、個人結果をも
とに、自覚しにくいストレス
に気付き、セルフケアに取り
組むきっかけにします。

※ 高 ス ト レ ス 者 は 、
医師の面接指導を
申し出て、必要な
健 康 管 理 上 の 支
援を受けます。

ストレスチェック（検査 ）

集団分析結果を活用して、
職場環境の改善に組織的に
取り組みましょう。

集団分析結果の例 「仕事のストレス判定図」

個人結果の例

集団分析・職場環境改善

集
団
分
析
に
関
す
る
留
意
点

事業者には、個人が特定されないように、個人結果を集団（事業場、職場等の単位）

ごとに集計・分析した結果が提供されます。

（ただし、これらの方法であっても、極端に少人数の場合は個人の特定につながるため不適切）

※ 特に、事業場自体が小規模の場合には、10人以上のより大きな集団を構成する

よう工夫した上で、集団分析を実施するようにしてください。
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労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行について（令和８年６月30日付け基発0630第２号）

１ 概要

労働安全衛生規則（昭和47年省令第32号）第52条の14第１項は、事業者に対し、ストレス

チェックを実施した医師等に、検査結果を一定規模の集団ごとに集計させ、その結果について分析

させること（以下「集団分析」という。）を努力義務としているが、当該集団分析について、特定の個

人を識別することができない方法で実施することを新たに規定するものであること。

２ 施行期日 令和９年４月１日

3 改正省令の細部事項

本改正により、集団分析に係る規定に「特定の個人を識別することができない方法で」を追加する

こととしているが、これは、集団分析については、個々の労働者が特定できないことを前提とする

従来の解釈を明文化した趣旨であること。

また、個々の労働者が特定されるおそれのない方法の具体的な運用については、心理的な負担の

程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導結果に基づき事業者が講ずべき措

置に関する指針（平成27年４月15日心理的な負担の程度を把握するための検査等指針公示第１

号）11の（４）ア等において示しているものを想定しており、従来の運用に変更を加えるものではな

いこと。

なお、特定の個人が識別可能な方法により集団分析を行うことは、本改正に基づく集団分析の実

施の努力義務を履行したことにならないことはもとより、労働者のプライバシー保護の観点から許

容されない趣旨であること。

各種情報・支援をご活用ください

労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）

（検査結果の集団ごとの分析等）

第52条の14 事業者は、検査を行つた場合は、当該検査を行つた医師等に、当該検査の結果を当該

事業場の当該部署に所属する労働者の集団その他の一定規模の集団ごとに、特定の個人を識別す

ることができない方法で、集計させ、その結果について分析させるよう努めなければならない。

２ 略

サポー ト ダ イ ヤル

ストレスチェック制度サポートダ

イヤルでは、ストレスチェック制度

の導入・実施についてのご相談に

専門スタッフがお答えします。

厚 労 省 が 運 営 す る メ ン タ ル

ヘルスポータルサイト「こころの

耳」では、集団分析の見方や職

場環境改善の取り組み方等の研

修動画等、職場のメンタルヘル

ス対策に役立つ情報を掲載して

います。

厚労省のウェブサイトでは、ストレスチェック制度実施マニュアルのほか、

法令、指針、関連通達、各種支援等の情報を掲載しています。

ポータルサイト
「こころの耳」

厚生労働省ウ ェブサ イ ト

電話番号： （全国統一ナビダイヤル)

０５７０－０３１０５０
受付時間：平日10：００～17:00

（土日祝日、年末年始は除く）

※運営は厚労省所管の

独立行政法人労働者健康安全機構

専門スタ ッ フの支援

厚労省が設置する都道府県の産

業保健総合支援センターでは、

メンタルヘルス対策の専門スタッ

フ（社労士、心理職、保健師等）に

よる、研修、相談、事業場への訪

問による制度導入支援等の支援

メニューが無料で受けられます。

都道府県
さんぽセンター

「 こ こ ろの耳 」

（2026.7）都道府県労働局・労働基準監督署

ストレスチェックの集団分析に関する労働安全衛生規則が改正されました

厚生労働省
ウェブサイト

労働安全衛生規則の一部を改正する省令 （令和８年厚生労働省令第112号） ※令和８年６月30日公布
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事業者による職場のメンタルヘルス対策の取組です。労働者にストレスの状況につ

いての検査（ストレスチェック）を実施し、本人のストレスへの気付き・セルフケアを

促すとともに、検査結果の集団ごとの集計・分析を通じて、職場のストレス要因の

改善につなげることで、メンタルヘルス不調の未然防止を図る仕組みです。

労働者数50人未満の事業者も

ストレスチェック

が義務になります !

令和10年

４月１日

スタート

ス ト レ ス チ ェ ッ ク っ て 何 で す か ？

ストレスチェックは、2015年か

ら、労働安全衛生法において実施

が義務付けられています。

2025年の労働安全衛生法の改

正により、これまで努力義務とさ

れていた労働者数50人未満の事

業者にもストレスチェックの実施

が義務化されました。
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労働者のメンタルヘルス不調の未然防止が重要です。ひとたびメンタルヘルス不調にさせ

てしまうと、その病休期間は平均で約３か月、復職後に再び病休になる割合も約半数と、特

に小規模事業場にとっては、大きな人材の損失となるほか、経営上のリスクにつながって

しまいます。

また、ストレスチェック制度をはじめとした職場のメンタルヘルス対策に取り組むことで、

働きやすい職場の実現を通じて、生産性の向上や人材の確保・定着、企業価値の向上と

いった持続的な経営につながります。特に、人材不足が課題となっている小規模事業場に

おいてメリットも大きいと思います。

こうした視点も踏まえて、事業者は、職場のメンタルヘルス対策を

経営課題として位置付け、ストレスチェック制度に

しっかり取り組んでいくことが重要です。

（令和８年６月）

専門スタッフの支援 サポートダイヤル

厚労省が設置する都道府県

の産業保健総合支援センター

では、メンタルヘルス対策の

専門スタッフ（社労士、心理職、

保健師等）による、研修、相談、

事業場への訪問による制度

導入支援等の支援メニューが

無料で受けられます。

ストレスチェック制度サポート

ダイヤルでは、ストレスチェッ

ク制度の導入・実施について

のご相談に専門スタッフがお

答えします。

厚労省が運営するメンタル

ヘルスポータルサイト「こころ

の耳」では、ストレスチェック

制度の実施に役立つ情報

（メンタルヘルス対策の学習

動画や、中小企業における

取組事例など）を広く掲載

しています。

厚労省の「小規模事業場ストレスチェック制度実施マニュアル」は、

50人未満の事業場に即した、労働者のプライバシーが保護され、

現実的で実効性のある実施体制・実施方法を示したマニュアルです。

（令和８年２月公表）

都道府県
さんぽセンター

ポータルサイト
「こころの耳」

小規模事業場向けマニュアルに沿って、ストレスチェック制度を始めましょう

厚労省HP
（ストレスチェック）

電話番号： （全国統一ナビダイヤル)

０５７０－０３１０５０
受付時間：平日10：００～17:00

（土日祝日、年末年始は除く）

※運営は厚労省所管の

独立行政法人労働者健康安全機構

まずは、厚労省ホームページをチェックしましょう。  

※マニュアルの概要版（スタートガイド）もあります

「こころの耳」

ス ト レ ス チ ェ ッ ク 制 度 に取 り 組 む意義



ストレスチェック制度に取り組む意義

〇 労働者のメンタルヘルス不調の未然防止が重要です。ひとたび、メンタルヘルス不調になってしまうと、

その病休期間は平均で約３か月、復職後に再び病休になる割合も約半数と、特に小規模事業場にとっては、

大きな人材の損失となるほか、経営上のリスクにつながってしまいます。

医師の面接指導

検査結果を
集団(職場)ごとに集計・分析

就業上の措置

メンタルヘルス不調の未然防止

ストレスチェック（検査）の実施

検査結果を本人に通知
ストレスへの気付き・セルフケア

高ストレスの労働者

職場環境の改善

①
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク

②
面
接
指
導

③

集
団
分
析
・
職
場
環
境
改
善

（申出）

※
 

義
務

※
 

義
務

※

努
力
義
務

「小規模事業場ストレスチェック制度実施マニュアル」スタートガイド

ストレスチェック制度とは

〇 また、ストレスチェック制度をはじめとした職場のメンタルヘルス対策に取り

組むことで、働きやすい職場の実現を通じて、生産性の向上や人材の確保・定着、

企業価値の向上といった、持続的な経営につながります。特に人材不足が課題と

なっている小規模事業場において、メリットも大きいと考えられます。

〇 こうした視点も踏まえて、事業者は、職場のメンタルヘルス対策を経営課題に

位置付けて、ストレスチェック制度にしっかり取り組んでいくことが重要です。

  ストレスチェック制度の目的は、メンタルヘルス不調の未然防止です。メンタルヘルス不調者の

発見ではありません。

本スタートガイドは、小規模事業場におけるストレスチェック制度の導入・実施にあたり、マニュアルを
円滑に活用いただくため、そのポイントをお示しするものです。マニュアル本体と併せてご利用ください。

はじめに
■ ストレスチェックは、2015年から、労働安全衛生法により事業者に実施が義務付けられています。 （労働者数50人

未満の事業場は、当分の間努力義務とされていました。）
■ 2025年の労働安全衛生法の改正により、労働者数50人未満の事業場にも、ストレスチェックの実施が義務化されま

した。（施行期日は令和10年4月１日）

〇 「ストレスチェック」とは、労働者がストレスに関する質問票（選択式）に回答し、自身のストレスが

どのような状態にあるのかを知ってもらうための簡単な検査です。

〇 事業者は、１年ごとに１回、ストレスチェック（検査）を実施し、

① 労働者に、自身のストレスへの気付き・セルフケアを促すとともに、

② 高ストレスの労働者には、医師の面接指導の機会の提供、医師の意見を踏まえ必要な就業上の措置、

③ 集団分析を通じて職場ごとのストレス要因を把握し、職場環境の改善につなげます。

厚労省HP

０ マニュアルP３～６
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ストレスチェック制度の実施に向けた準備

１－１ 事業者は、実施責任者として、制度導入の方針表明を行います。

１－２ 社内の実施体制・実施方法について、労働者の意見を聴きます。

１－３ 社内ルールを作成し、周知します。

ポイント

〇 マニュアルには、方針表明や社内ルール（規程）の作成のためのモデル例を掲載しています。

〇 関係労働者の意見を聴く方法について事例も掲載しています。

ToDo

社内の実施体制・実施方法の決定

ToDo

２－１ 事業場内には、委託先との契約・連絡調

整等を行う実務担当者を指名します。

  労働者に安心してストレスチェックを受けてもらえるようにするため、準備が重要です。

  労働者のプライバシー保護の観点から、原則、外部委託による実施が推奨されます。

２－２ ストレスチェックの委託先を選定します。 選定に当たっては、外部機関から

「サービス内容事前説明書」を作成・説明してもらい、提案内容を確認します。

ポイント

〇 外部機関の提案内容（各サービスの内容、料金等）をもとに、委託先について比較検討します。

① ストレスチェック及び集団分析は、当該外部機関に委託することとするのか

② 医師の面接指導は、どこに依頼することとするのか

〇 外部機関の提案等を踏まえ、ストレスチェックの実施時期、調査票の項目・調査形態（紙又はウェブ）

等について決定します。

〇 マニュアルでは、外部機関の提案内容を確認するためのチェックポイントをお示ししています。スト

レスチェックの実施方法や、特に料金体系（どこまでが標準サービスか／オプションサービスか、別料

金とされている内容は適切か等）についてチェックします。

ポイント

○ 個人結果等の健康情報の取扱は外部機関で完結

し、事業場内では取り扱いません。

〇 実務担当者には、衛生推進者又は安全衛生推進

者を選任することが望まれます。

事
業
場

● 実施の補助（調査票の配
布・回収、データ入力等）

● 個人結果の保存

事業者

※健康情報を取り扱うため守秘義務あり

外
部
機
関

実施体制（イメージ）

実務担当者 ●実施計画・実施管理等

●実施責任者

実施者
（医師・保健師等）

実施事務従事者

● ストレスチェックの実施

医師の面接指導の依頼先としては、以下のような選択肢があります。

・ 外部機関のオプションサービス

・ 地域産業保健センター（注）

・ 産業保健に対応する医療機関等（別途契約）

注： 厚生労働省が設置する小規模事業場の支援機
関（全国350か所）。面接指導など、医師に
よる産業保健サービスが無料で受けられます。

１ マニュアルP７～10

２ マニュアルP11～16



ストレスチェックの実施

委託先から労働者に調査票（紙又はウェブ）を配布し、各自回答してもらいましょう。

ポイント

〇 委託先の実施者（医師、保健師等）から、個人ごとに結果（ストレスプロフィール、セルフケアの

アドバイス、高ストレスか否か、医師の面接指導が必要か否か（申出勧奨）等）が通知されます。

〇 労働者のセルフケアのため、厚生労働省のポータルサイト「こころの耳」（各種セルフケア

ツールやこころの相談窓口（無料））の活用について、情報提供するといいでしょう。

本人に通知される個人結果のイメージ

調査票（国が推奨する57項目版）のイメージ

あなたの仕事についてうかがいます。
１． 非常にたくさんの仕事をしなければならない --------------------------------------------------------------------

２． 時間内に仕事が処理しきれない -----------------------------------------------------------------------------------------------

そうだ

1
1

まあそうだ

2
2

ややちがう

3
3

ちがう

4
4

最近１か月間のあなたの状態についてうかがいます。
１． 活気がわいてくる ---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

２． 元気がいっぱいだ --------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

-

1
１

2
２

3
３

4
４

あなたの周りの方々についてうかがいます。
次の人たちはどのくらい気軽に話ができますか？
１． 上司 ------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

２． 職場の同僚 -----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

非常に

1

かなり

2

多少

3

ほとんどない

4

３－１ 労働者への調査票の配布・回収、個人結果の通知は、委託先から直接行われます。

※ 紙の調査票の配布・回収や個人結果の通知については、内容が分からないよう密封された

封筒に入れた状態で実務担当者を介して行うことは、差し支えありません。

ToDo

ポイント

〇 個人結果は事業者には提供されません。事業者には、個人が特定されない方法で集団（事業

場、職場等の単位）ごとに集計・分析した結果が提供されます（後述❺）。

３ マニュアルP17～19

３－２ 個人結果の通知を受けて各自セルフケアに取り組むよう、労働者を奨励します。



医師の面接指導 マニュアルP20～25

ToDo

ポイント

〇 マニュアルを参考に、労働者が安心して申出できるための環境を整備することが重要です。

  高ストレスの労働者は、申し出ることで、医師の面接指導を受けることができます。

集団分析・職場環境改善

５－１ 委託先から、ストレスチェック結果を集団ごとに集計・分析してもらいます。

ToDo

ポイント

〇 平均値や経年で比較するなどの方法で、職場のストレスの状況を調べます。

〇 集団の単位が10人を下回る場合には、個人が特定されるおそれがあることから、原則、集団

分析結果の提供を受けてはいけません。

  集団分析を通じて、職場環境のストレス要因を把握し、軽減に取り組むよう努めましょう。

４－５ 面接指導以外の相談できる窓口についても、情報提供することが望まれます。

ポイント

〇 厚労省の「こころの耳」相談窓口（電話・メール・SNS）は、どなたでも無料で利用できます。

５－２ 集団分析結果等を活用し、職場環境の改善のための取組を行います。

ポイント

〇 取組内容は極めて多様です。マニュアルには、小規模事業場等の取組事例を掲載しています。

労働者のプライバシーの保護

ストレスチェック制度は、個人情報が保護され、不正な目的で利用されないことで、

労働者が安心して受けることができ、適切な対応や改善につなげられる仕組みです。

不利益取扱の禁止

ポイント

〇 労働者のプライバシーの保護を徹底し、不利益な取扱を防止することが重要です。

〇 事業者がやってはいけない禁止事項について、マニュアルにより具体的に確認しましょう。

（令和８年３月）

４

５ マニュアルP26～28

６

７

マニュアルP29

マニュアルP30

４－１ 申出があった場合、面接指導の実施を医師に依頼します。

４－２ 面接指導に必要な情報をとりまとめて、医師に提供します。

４－３ 面接指導の結果に基づき、医師の意見を聴取します。

４－４ 医師の意見を踏まえて、必要な就業上の措置を実施します。
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